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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 5,835,000株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。
なお、単元株式数は、100株となっております。

 

(注) １．2021年２月15日開催の取締役会決議によります。なお、割当予定先は、本有価証券届出書に係る新株式発行

(以下「本第三者割当増資」といいます。)について、会社法第206条の２第１項に規定する特定引受人とな

るため、会社法第206条の２第１項に規定する特定引受人となるため、会社法第206条の２第４項の定めによ

り、総株主(株主総会において議決権を行使することができない株主を除きます。)の議決権の10分の１以上

を有する株主から、本第三者割当増資に反対する旨の通知がなされた場合には、株主総会決議による承認を

受ける必要があります。

２．振替機関の名称及び住所

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 
２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

区分 発行数
発行価額の総額

(円)
資本組入額の総額(円)

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 5,835,000株 1,575,450,000 787,725,000

一般募集 － － －

計(総発行株式) 5,835,000株 1,575,450,000 787,725,000
 

(注) １．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は会社法上の増加する資本金の総

額であります。また、増加する資本準備金の額の総額は787,725,000円であります。

 
(2) 【募集の条件】

発行価格
(円)

資本組入額
(円)

申込株数
単位

申込期間
申込証拠金

(円)
払込期日

270 135 100株 2021年３月３日 －
2021年３月４日

～３月31日
 

(注) １．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額であります。

３．当社は、本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に、割当予定先との間で総数引受契約を締結する予定

です。本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に割当予定先との間で総数引受契約を締結しない場合

は、本第三者割当増資は行われないこととなります。

４．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に総数引受契約を締結し、払込期

日までに下記の払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものといたします。

５．本第三者割当増資に関して、当社は、2021年３月４日から2021年３月31日までを会社法上の募集事項におけ

る払込期間として決議しております。当該期間を払込期間としている理由は、割当予定先において、本第三

者割当増資の払込みの実行のために、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律に基づく事前届出の

待機期間が経過し、かつ公正取引委員会から排除措置命令を行わない旨の通知を受領していることが必要で

あるところ、本有価証券届出書提出日時点において、当該通知の受領時期が確定できないためです。
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(3) 【申込取扱場所】

店名 所在地

株式会社ショクブン　経営企画室 名古屋市守山区向台三丁目1807番地
 

 

(4) 【払込取扱場所】

店名 所在地

三菱UFJ銀行　名古屋営業部 愛知県名古屋市中区錦二丁目20－15
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 
４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,575,450,000 39,500,000 1,535,950,000
 

(注) １．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２．発行諸費用の概算額の内訳は、本第三者割当増資に係るアドバイザリー費用、登記関連費用、有価証券届出

書等の書類作成費用等であります。
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(2) 【手取金の使途】

具体的な使途
金額(百万円)

(注)１
支出予定時期

(注)２

①　マーケティング投資
a.CRMシステム投資(注)３
b.マス広告投資

360 2021年４月から2024年３月

②　基幹システム投資 150 2021年４月から2024年３月

③　設備投資
a.拠点統廃合に係る償却資産の投資
b.営業車両の買い替え
c.フレッシュセンターへの設備投資

560 2021年４月から2024年３月

④　新規営業所出店に係る投資
a.新規営業所出店
b.新規出店に係るトラックへの投資
c.新規出店に係る営業車両への投資

300 2022年４月から2024年３月

⑤　借入金の返済(注)４ 165 2021年４月から2021年６月
 

(注) １．当社は、本第三者割当増資の払込みにより調達した資金を、上記の資金使途に充当するまでの間、銀行預金

にて安定的な資金管理を図る予定であります。

２．資金を使用する優先順位は現時点では定めておらず、支出時期が早い事項から順次充当する予定です。

３．CRMとはCustomer Relationship Managementの略称で、CRMシステムとは顧客情報を一元管理するためのシス

テムを指しております。

４．借入金の返済額は、今後、当社を取り巻く事業環境を総合的に鑑み、投資資金に充当する可能性がありま

す。資金使途又は金額に変更があった場合には、その内容を速やかに開示・公表いたします。

 

①　マーケティング投資(360百万円)

a.　CRMシステム投資(120百万円)

人々のライフスタイルが変化し、ニーズが多様化していく中で、当社は多様化するニーズを的確に把握し戦略

的に顧客にアプローチする必要があると考えています。当該アプローチを可能にするためには、顧客情報を一元

管理し、製造や管理等の基幹システムをはじめとした社内の他のシステムと連携した、CRMシステムの強化・刷新

が重要と考えております。

具体的には、当社の顧客情報をデータ取得から活用まで一元化したシステムを構築し、お客様の属性(年齢、世

帯人数、地域)、購入履歴等を分析することで、顧客セグメントごとの購買傾向を把握し、顧客のニーズを的確に

とらえた、新規顧客獲得、売上単価上昇、顧客満足度向上などにつながる施策の立案につなげてまいります。

 

b.　マス広告投資(240百万円)

昨今マス広告を実施する主要メディアが新聞・テレビからインターネットへ変化する環境において、当社にお

いてもSNSやスマートフォンアプリ等を活用したデジタルマーケティングの重要性が高まってきております。従来

型のテレビCMやチラシの配布によるマス広告に加えて、SNSのフォロワー獲得企画の実施、アプリの利用促進キャ

ンペーンや、インターネットにおけるリスティング広告等のデジタル分野におけるマス広告を増やし、当社の認

知度を高めてまいります。
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②　基幹システム投資(150百万円)

各種基幹システムを刷新し、新しい基幹システムの導入を検討しております。現在の基幹システムは各部門のシ

ステムがそれぞれ独立して機能し、一部においてはシステム化されていない業務もあり、基幹システム構築は当社

として重要性の高い課題と認識しております。新基幹システムにおいては、各部門間が連携して一体として機能す

るシステムを構築する予定であり、業務効率の改善に大きく寄与すると想定しております。

 

③　設備投資(560百万円)

a.　拠点統廃合に係る償却資産の投資(170百万円)

当社は、これまで拠点の統廃合によるエリアの縮小やオペレーションの見直しを行ってきた結果、2019年３月

期の親会社株主に帰属する当期純損失383百万円から2020年３月期の親会社株主に帰属する当期純利益90百万円

と、足元の業績は改善傾向にあります。さらなる業績改善を図るため、引き続き拠点の統廃合を予定しており、

統廃合に伴い、新たに取得が必要となる建物及びその設備等の取得資金に調達資金を充当いたします。

 

b.　営業車両の買い替え(180百万円)

営業車両の更新投資を実施し、より走行性と安全性の高い車両を使用することで従業員がより安全・安心に業

務を行うことができる環境を維持してまいります。

 

c.　フレッシュセンターへの設備投資(210百万円)

食品の一次加工を行っているフレッシュセンター(住所：愛知県春日井市)の大型冷蔵庫、空調、加工設備等の

更新を行います。当該設備投資により製造工程の一部を自動化し、業務効率を改善いたします。

 

④　新規営業所出店に係る投資(300百万円)

a.　新規営業所出店(200百万円)

拠点統廃合を進める一方、顧客需要があると判断したエリアに対して、新規営業所を出店することを検討して

おります。

具体的には、割当予定先の拠点が数多く存在する関西をはじめとした人口密集エリアで集中的な拠点展開を行

うことにより、割当予定先の物流網や製造拠点を活用することで、従来よりも配送効率と人員効率を高めたエリ

ア拡大が可能と考えております。

 

b.　新規出店に係るトラックへの投資(40百万円)

新規営業所出店に伴い、製造拠点から営業所に配送を行うトラックへの投資を検討しております。

 

c.　新規出店に係る営業車両への投資(60百万円)

新規営業所出店に伴い、営業所からお客様に宅配を行う営業車両への投資を検討しております。

 

⑤　借入金の返済(165百万円)

当社は2017年３月期から2019年３月期にかけて連結営業損失を計上したことにより、短期借入金を増加させて運

転資金を調達しておりました。しかしながら、2020年３月期末連結営業利益167百万円と、足元の業績は改善傾向に

あります。

当社の財務体質は改善されつつあるものの、不確実性が高い状況が続いている中で事業を拡大させていくために

は、財務基盤を盤石にする必要があると考えております。

そこで、165百万円を借入金の返済に充当し、より一層連結有利子負債残高の圧縮をいたします。これにより、年

間の支払利息はおよそ１百万円減少すると見込んでおります。
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第２ 【売出要項】

該当事項はありません。

 
第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】(2021年２月15日現在)

(1) 割当予定先の概要及び提出者と割当予定先との間の関係

割当予定先の概要

名称 株式会社神明ホールディングス

本店の所在地 兵庫県神戸市中央区栄町通６-１-21神明ビル

代表者の役職及び氏名 代表取締役社長　藤尾 益雄

資本金 2,227百万円

事業の内容
グループ全体の経営企画、経営管理及びそれに付帯又は関連する
業務

主たる出資者及びその出資比率

藤尾 益雄　       　　37.29％
三菱商事株式会社　　　13.42％
株式会社赤富士不動産　10.47％
藤尾 益人　　　　  　　9.14％
藤尾興産株式会社　 　　5.27％

提出者と割当予定先との間の関係

出資関係

当社が保有している割当予定先
の株式の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有している当社
の株式の数

1,900千株

人事関係
当社取締役１名は割当予定先の執行役員を兼務しており、他の当
社取締役１名は割当予定先の子会社である株式会社神明の取締役
を兼務しております。

資金関係
当該会社は、当社の発行株式の19.78％を保有する主要株主であ
る筆頭株主であり、当社のその他の関係会社です。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係
当社は、割当予定先との間で2017年５月10日付で資本業務提携基
本契約を締結しているほか、割当予定先から、当社の夕食材料宅
配に対する商材の供給を受けております。

 

(注)　小数点以下第三位を四捨五入し、表示しております。

 
(2) 割当予定先の選定理由

①　本第三者割当増資を実施する理由

当社は、「私たちは大地の恵みに感謝をし、食文化と健康づくりに貢献します。」という社是を実現するため

に、役員及び社員が一体となり、感謝の気持ちを忘れず、前向きで明るい企業風土づくりに励み行動し、企業価

値を高めることによって、株主様や社会に貢献する企業として永久に存在していることが大事であると認識して

おります。

昨今の新型コロナウイルス感染症の世界的流行は、国内外に大きな影響を及ぼしており、世界各国で緊急的な

対応に追われ、国内経済のみならず、世界経済への長期的な影響が懸念されます。新型コロナウイルス感染症に

よる当社グループへの影響につきましては、感染拡大や長期化に伴い、消費の低迷や、業種・業態を超えた競争

激化、一部仕入価格が高騰する等の懸念があります。一方で、安全・安心で美味しい食材をお届けする当社の事

業は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による外出自粛が叫ばれる中、社会のインフラとして重要な役割を

担っていると認識しております。
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当社は長年にわたり、企業概念を「新鮮食材の宅配」として、個人客様向けの宅配を事業の柱とし、食品販売

の総合企業としての展開を図ってまいりました。個人客様向けに、安全で安心な美味しい食材を一般家庭に直接

お届けしている宅配事業は、既存エリア内での配送効率や販売体制を強化することにより販路拡大を行うととも

に、魅力的なメニュー内容の充実にも取り組んでまいりました。

しかし、近年は拠点増設によるエリア拡大の影響から、配送効率の低下や人員効率の低下による収益性の低下

が生じ、2017年３月期に28百万円及び2018年３月期に44百万円の連結営業損失を計上するに至りました。当社は

そのような状況を改善すべく、2018年６月に代表取締役を交代し、新体制のもとで中期計画を策定し、拠点統廃

合によるエリア縮小やオペレーションの見直しに着手し、収益力の改善を目指してまいりました。その結果、

2019年３月期は、拠点統廃合の影響から連結売上高が減収となったことに加え、３期連続の連結営業損失(59百万

円)でしたが、2020年３月期には減収ではあるものの営業黒字化(167百万円)を達成し、当社の収益力は着実に改

善しつつあります。

2021年１月８日以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況下、政府による感染拡大防止のための緊急

事態宣言が発令されるなど、本有価証券届出書提出日現在においても感染拡大の収束は未だ見通せない状況にあ

ります。その中で、不要不急の外出自粛やテレワークの拡大などによる内食需要・巣ごもり消費の高まりによ

り、当社の2021年３月期第３四半期の連結売上高は5,199百万円であり、前年同期比で1.7％の増収となったもの

の、個人所得の減少や雇用環境の悪化による消費マインドの低下、節約志向の高まりなど、先行き不透明な状況

が続いております。前述の通り、当社の収益力は改善傾向にあるものの、連結売上高は2017年３月期から2020年

３月期にかけて減収傾向であります。人々の生活様式が急速かつ大幅に変化し、かつニーズが多様化している中

で、変化に対応しながら収益力を維持し、更なる業績拡大を実現するため、当社としては、積極的な投資の実行

により収益力を向上することが必要であると考えております。

しかし、当社においては連結有利子負債残高が高水準にあったことから、財務体質の改善を最優先事項とし、

事業所の統廃合、不動産の売却等により有利子負債の圧縮を進めてまいりました。その結果、連結有利子負債残

高は2017年３月期末5,453百万円から2020年３月期末3,650百万円まで減少しております。

上記のように当社の財務体質は改善されつつあるものの、2020年３月期まで減収であり、2019年３月期までは

連結営業損失であったため、運転資金の確保が優先され、前記「第１　募集要項　４　新規発行による手取金の

使途（２）手取金の使途」に記載されているマーケディング投資、生産工場や営業車両に関する設備投資、及び

業務効率化のためのシステム投資については、必要最低限の投資を実施するにとどまり、競争力強化のための投

資を十分に行ってきたとは言い難い状況です。マーケティング投資については、ライフスタイルが変化する昨今

においては、顧客ニーズを的確に把握し、戦略的に顧客へアプローチを行うこと、デジタル媒体を含めた適切な

メディアで広告宣伝を行うことの重要性が高まっております。生産工場の設備投資については、生産能力拡大や

生産効率改善によるコスト低減を実現するためにも断続的に実施する必要があり、営業車両については従業員の

安全対策上の観点からも定期的に更新をする必要があります。また当社の業務システムについては、それぞれが

独立して存在し、また、業務の一部は自動化されず人手による作業も多く行われているため、業務効率の改善の

ためにはシステム投資についても不可避と考えております。加えて、今後の収益力強化のためには、拠点の統廃

合を進める一方、需要が見込まれるエリアについては新規拠点を開設することも必要と考えております。しかし

ながら前述の通り、当社の財務体質は着実に回復傾向にありますが、2020年３月期末時点の連結有利子負債残高

は3,650百万円、連結自己資本比率10.23％という水準であり、当該投資を実行するに足る盤石な財務基盤を有し

ているとは言い難い状況です。そのため、当該投資を実行するためには、第三者割当増資による資金調達を行

い、資本力を増強するとともに、借入金の一部返済により連結有利子負債残高を圧縮し、当社の財務体質を盤石

のものにする必要があると判断いたしました。また、公募増資・株主割当等の他の資金調達手法についても検討

いたしましたが、いずれも過大な手続きと時間を要し、また資金調達の確実性がないため、本第三者割当増資が

資金調達手段として最も適切であると判断いたしました。
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②　割当予定先との関係

株式会社神明ホールディングス(以下「神明HD」といいます。)は、明治35年に創業し、1950年に神戸精米株式

会社として法人化されました。創業以来100年以上にわたり、米穀業界を中心に、時代の変化にあわせた商品や

サービスを提供することで成長を続けています。1972年には社名を株式会社神明と改め、昨今では米穀卸売業だ

けでなく、回転寿司やおにぎり専門店などの外食事業、さらに、無菌パック米飯事業やデリカ事業など世間や時

代のニーズにあわせた商品開発等を行うことで、お米の消費拡大に向けて取り組んでいます。また、精米拠点及

びその他加工食品の製造拠点を全国各地に広げており、取扱品目は、米、青果、水産、デリカ惣菜、乾麺、その

他加工食品など多岐にわたります。

総合食品卸売企業として成長を続ける中、株式会社神明は、2018年10月１日付で純粋持株会社体制に移行し、

社名を株式会社神明ホールディングスに改めました。純粋持株会社体制に移行した神明HDは、コメ流通の川上、

川中、川下の垂直統合により、生産から流通、販売までサプライチェーンを一貫して手掛けることを通じて商流

をすべて手掛け、食のプラットフォーマーになることを目指しております。また、持株会社体制によるグループ

全体最適視点での経営資源配分や事業会社における迅速な意思決定による機動的な事業運営を実現させることに

より、今後のさらなる付加価値の向上を目指しております。

2017年５月10日より、当社と神明HD(2018年10月１日付で旧社名「株式会社神明」から社名変更)は、ともに営

業力を強化し成長をしていくために、互いの経営理念を尊重しつつ、既成概念にとらわれず業態を超えた資本及

び業務面で提携を行うことが相互の成長に有効な方策であると判断し、両社グループが保有する経営資源を相互

活用し、両社事業の強化・拡充を図ることを目的とし、資本業務提携(以下「本資本業務提携」といいます。)を

行っております。本資本業務提携により、当社は神明HDから代表取締役を１名、神明HDの100％子会社である株式

会社神明から取締役１名を受け入れております。

資本関係にとどまらず人的交流も深まる中、当社は米や青果の卸売業に強みを持つ神明HDとの結びつきを生か

し、質の高い商品の提供につなげてまいりました。一方神明HDは、コメ以外にも青果や水産物に事業領域を広げ

ており、当社と組むことで、生産者から消費者まで一貫したバリューチェーン(購買、製造、出荷、販売、アフ

ターサービスの連続したプロセスを指します。)を確立し、事業領域のさらなる拡大につなげてまいりました。ま

た、本資本業務提携により、神明HDが当社の筆頭株主となることで、当社の信用力が強化され、金融機関からの

借入の際の与信の向上等の効果を享受しております。業績面では、神明HDから代表取締役の派遣を受け、中期計

画を策定し、拠点統廃合によるエリア縮小やオペレーションの見直しを行った結果、2020年３月期には４期ぶり

となる営業黒字化を達成し、本資本業務提携の効果が着実に出ております。

本第三者割当増資により、当社が神明HDの連結子会社となることで、神明HDとの提携関係をより強化し、今ま

で以上に両社におけるシナジーを発揮できると考えております。

具体的には下記の事項を検討しております。

 

①　競合他社に対抗できる商品力・サービスの強化

神明HDは米だけにとどまらず、総合食品卸売企業として青果、水産物、乾麺、デリカ食品、その他加工食品

等、取り扱う食品は多岐にわたっております。また、販売だけでなく、グループとして、食品製造機能も有して

おり、特に近年では自社ブランド開発やPB商品開発について注力しております。現在でも、本資本業務提携の一

環として、米などの食材については神明HDから仕入れて当社の顧客に販売しており、安心・安全の食材の安定供

給と、顧客へ提案できる商品の拡大に寄与しております。本第三割当増資により当該販売面での連携をより強化

できると考えております。具体的には、神明HDの食品の仕入先との強化な関係による食材供給力、各種食品の製

造機能を用いて、当社の顧客のニーズをとらえた商品/商材を企画段階から協働して開発し、よりオリジナルで競

争力のある商品を顧客に提案することを検討しております。当該連携により、当社の商品力が強化され、新規顧

客の獲得や既存顧客への販売提案できる商品の拡充等につながると考えております。

 

EDINET提出書類

株式会社ショクブン(E03213)

有価証券届出書（組込方式）

 8/28



 

②　物流効率の向上

当社の夕食材料等の宅配は、現在中部圏では愛知県、岐阜県、三重県、関西圏では京都府、大阪府で一般家庭

向けに行っております。中心となる東海圏においては、食材の仕入において効率的な物流網を構築しております

が、それ以外の地域においては、物流網の拡充及び効率化が重要と考えております。神明HDは、グループとして

全国各地に営業所や精米拠点及びその他加工食品の製造拠点を有しており、広範囲に物流網を構築しておりま

す。当該物流網を活用することで、当社の物流の効率化や、商品提供エリア拡大を実現することが可能と考えて

おります。

 

③　信用力の向上

当社は、現在設備投資及び運転資金の資金調達の大半を金融機関からの借入により行っておりますが、本第三

者割当増資により、神明HDが当社の親会社となることで、当社の信用力がさらに強化され、金融機関からの借入

の際の与信の向上等の効果を享受できると考えております。これにより、当社は財務体質を盤石のものにできる

ことに加え、今後投資を拡大していく上で必要な資金を十分に確保することができるようになると考えておりま

す。また仕入面においても当社の信用力が強化され、与信や仕入条件の改善につながると考えております。

 

当該状況を鑑み、当社の筆頭株主である神明HDを割当先として本第三者割当増資を実施することが、当社の中

長期的な企業価値向上に資するとの判断に至りました。

 
(3) 割り当てようとする株式の数

当社普通株式　5,835,000株

 

(4) 株券等の保有方針

本第三者割当増資により割当予定先は当社の支配株主となる予定でありますが、割当予定先から当社の親会社と

して当社株式を長期保有する方針である旨を口頭により確認しております。

当社は、割当予定先に対して、払込期日から２年以内に本第三者割当増資により取得した当社株式の全部又は一

部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名又は名称及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価額、譲渡の

理由、譲渡の方法等所定の内容を書面に記載のうえ当社に報告し、当該報告に基づく報告を当社が株式会社東京証

券取引所(以下「東京証券取引所」といいます。)及び株式会社名古屋証券取引所(以下、「名古屋証券取引所」とい

います。)に行い、当該内容が公衆の縦覧に供されることに同意することについて確約書を取得することを予定して

おります。

 

(5) 払込みに要する資金等の状況

当社は、割当予定先である神明HDが当社の増資を引受けるにあたり、神明HDから2021年１月21日時点の現預金の

残高証明書及び2020年３月期決算書をもって確認し、本第三者割当増資に係る払込みの確実性に問題はないものと

判断しております。

 

(6) 割当予定先の実態

割当予定先である神明HDは、上場会社である元気寿司株式会社及び株式会社雪国まいたけの親会社であり、株式

会社雪国まいたけの親会社等として親会社等状況報告書を提出している会社です。また、神明HDは、当社の主要株

主である筆頭株主であり、2017年５月10日付で本資本業務提携を行って以降、資本上及び業務上の関係から、当社

が日々認識している情報によって神明HDの社会的信用力を確認しております。以上の事情に鑑み、当社は専門の第

三者調査機関を利用せず、過去の新聞記事、インターネット等のメディア掲載情報を検索して確認するとともに、

割当予定先から割当予定先並びに割当予定先の役員及び主要株主(以下「割当予定先等」といいます。)が暴力又は

威力を用い、詐欺その他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体(以下

「特定団体等」といいます。)ではなく、割当予定先が特定団体等と何らかの関係を有していないことを表明・保証

する旨の書面を取得することにより確認しております。

以上から、当社は割当予定先、その役員又は主要株主について、反社会的勢力とは一切関係がないと判断してお

り、その旨の確認書を東京証券取引所及び名古屋証券取引所に提出しております。

 

(7) 特定引受人に関する事項

割当予定先である神明HDが本第三者割当増資により発行する新株式(以下「本新株式」といいます。)の全てを引
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き受けた場合、神明HDは会社法第206条の２第１項に規定する特定引受人となります。以下は、同項及び会社法施行

規則第42条の２に定める通知事項です。

①　特定引受人の氏名又は名称及び住所

株式会社神明ホールディングス

兵庫県神戸市中央区栄町通６-１-21神明ビル

 

②　特定引受人がその引き受けた募集株式の株主となった場合に有することとなる議決権の数

77,350個

 

③　上記②の募集株式に係る議決権の数

58,350個

 

④　募集株式の引受人の全員がその引き受けた募集株式の株主となった場合における総株主の議決権の数

153,940個

 

⑤　特定引受人との間の総数引受契約の締結に関する取締役会の判断及びその理由

後記「６　大規模な第三者割当の必要性　(１) 大規模な第三者割当を行うこととした理由及び大規模な第三者

割当による既存株主への影響についての取締役会の判断の内容」をご参照ください。

 

⑥　上記⑤の取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合には、その意見

取締役会の判断は、社外取締役の意見と異なりません。

 

⑦　特定引受人との間の総数引受契約の締結に関する監査等委員会の意見

当社の監査等委員会より、次の各号の事項を総合的に勘案した結果、本第三者割当増資を行うことについて必

要性及び相当性並びに本第三者割当増資の払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性が認められ

ると判断している旨の意見を得ております。

a．当社の投資計画、資金計画等に照らし、資金需要が見込まれ、資金調達の必要性が認められること

b．公募増資や株主割当等の他の資金調達手法については、いずれも過大な手続きと時間を要し、また資金調達

の確実性がなく、金融機関からの借入れ等の方法による資金調達についても、有利子負債の圧縮による財務

体質の改善という当社のこれまでの取組みに沿うものでないことから、他の資金調達手段との比較という観

点で、本第三者割当増資の合理性が認められること

c．割当予定先の社会的信用力及び経済的信用力が確認されており、また割当予定先と当社の関係及び割当予定

先の保有方針に照らし、割当予定先を選定したことの合理性が認められること

d．発行条件は、直近の市場価格を参考にして決定されたものであり、またその決定過程において外部の法律事

務所の弁護士及び特別委員会から適宜助言等を得ており、その合理性が認められること

e．本第三者割当増資は当社の企業価値の向上に資するものであり、経営上の合理性が認められ、希薄化の程度

に照らしてもなお合理性が認められること

f．払込金額は、本第三者割当増資に係る取締役会の直前営業日の当社株式の取引市場における終値及び本第三

者割当増資に係る取締役会の直前営業日から１か月を遡った日から当該決議の直前営業日までの間の当社株

式の取引市場における終値の平均価額のそれぞれについて0.9を乗じた額以上の価額であり、日本証券業協

会が策定する自主ルールの内容に沿うものであって、また割当予定先が引き受けるリスクに鑑み、割当予定

先に特に有利な価額又は条件に該当しないこと

g．本第三者割当増資について特別委員会の意見書において必要性及び相当性並びに本第三者割当増資の払込金

額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性が認められる旨の意見を取得していること

h．その他法令上必要な手続が行われていること

 
 
２ 【株券等の譲渡制限】

該当事項はありません。
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３ 【発行条件に関する事項】

(1) 発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

本第三者割当増資における株式の発行価格（以下「本発行価格」といいます。）は、割当予定先との協議・交渉

の結果、本第三者割当増資に係る取締役会決議日（以下「本取締役会決議日」といいます。）の直前営業日（2021

年２月12日）の東京証券取引市場第二部における当社普通株式の終値291円に対して7.22％（小数点以下第３位を四

捨五入。以下ディスカウント率の計算において同じ。）のディスカウントされた金額といたしました。

本取締役会決議日の直前営業日の終値を基準とした理由は、直近の株価が現時点における当社の客観的企業価値

を適正に反映していると判断したためです。

また、ディスカウント率を7.22％とした理由は、新型コロナウイルス感染症の国内での感染拡大などに伴い当社

の事業環境の不透明感が増していることなどを背景に、割当予定先から日本証券業協会の定める「第三者割当増資

の取扱いに関する指針」(2010年４月１日付)にも準拠する範囲内でのディスカウントの要望があり、当社として

も、前記「第３　第三者割当の場合の特記事項１割当予定先の状況（２）割当予定先の選定理由」に記載の当社に

おける本第三者割当増資の必要性、および日本証券業協会の指針の準拠等を慎重に検討し、また本第三者割当増資

の払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性について当社取締役会より諮問を受けた特別委員会

（以下「本特別委員会」といいます。）が示した本発行価格の考え方や交渉方針なども踏まえて、資本増強をし、

投資を拡大するためには割当予定先のディスカウント要望を一定程度受け入れる必要があると判断した結果による

ものです。

なお、本発行価格は本取締役会決議日の直前営業日までの１か月間（2021年１月13日から2021年２月12日まで）

の終値の平均値である300円（円未満四捨五入）に対して10.00％のディスカウント、同直前営業日までの３か月間

（2020年11月13日から2021年２月12日まで）の終値の平均値である288円（円未満四捨五入）に対して6.25％のディ

スカウント、同直前営業日までの６か月間（2020年８月13日から2021年２月12日まで）の終値の平均値である297円

（円未満四捨五入）に対して9.09％のディスカウントとなっております。

当社としては、本発行価格は、本第三者割当増資の意義及び必要性、割当予定先との交渉状況等を総合的に考慮

したものであり、また、当社株式の客観的な値である市場価格を基準に決定されたものであって、日本証券業協会

の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に沿ったものであることから、割当予定先にとって、特に有利なもの

ではないと判断いたしました。

また、上記「１　割当予定先の状況　(7) 特定引受人に関する事項　⑦　特定引受人との間の総数引受契約の締

結に関する監査等委員会の意見」に記載のとおり、当社の監査等委員会より、本第三者割当増資の払込金額が割当

予定先に特に有利でないことに係る適法性が認められる旨の意見を得ております。

なお、当社代表取締役鈴木章人は、割当予定先である神明HDの執行役員を兼務しており、当社取締役吉田朋春は

神明HDの100％子会社である株式会社神明の取締役を兼務しております。そのため、両名は利益相反の疑いを回避す

る観点から、当社における本第三者割当増資に関する取締役会の審議及び決議には一切参加しておらず、当社の立

場において本第三者割当増資に関する神明HDとの協議及び交渉にも一切参加しておりません。

また、本第三者割当増資は、希薄化率が25％以上となり、親会社の異動が生じる予定であるため、当社は、東京

証券取引所の定める有価証券上場規程第432条の定めに従い、当社の経営者から独立した者による本第三者割当増資

の必要性及び相当性に関する意見を取得するため、並びに本第三者割当増資の払込金額が割当予定先に特に有利で

ないことに係る適法性に関する意見を取得するため、当社の経営者及び割当予定先からの独立性を有する者とし

て、当社の社外取締役(監査等委員)であり独立役員である奥村哲司氏(弁護士)及び大西孝之氏(税理士)、並びに外

部有識者である高橋明人氏(高橋・片山法律事務所　弁護士)を特別委員として選定し、当該３名を構成員とする特

別委員会(以下「本特別委員会」といいます。)に対し、本第三者割当増資の必要性及び相当性並びに本第三者割当

増資の払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性に関する意見を求めました。その結果、後記

「６　大規模な第三者割当の必要性　(２) 大規模な第三者割当を行うこととした判断の過程」に記載のとおり、本

第三者割当増資につき必要性及び相当性並びに本第三者割当増資の払込金額が割当予定先に特に有利でないことに

係る適法性が認められる旨の意見を得ております。
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(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模の合理性に関する考え方

本第三者割当増資により割当予定先に対して割り当てられる普通株式は、5,835,000株(議決権数58,350個)であ

り、これは2020年９月30日時点における発行済株式総数11,856,669株に対する希薄化率は49.21％(2020年９月30日

現在の総議決権数95,590個に対して61.04％)となり、既存株式に対して大規模な希薄化が生じることとなります。

このように本第三者割当増資によって１株当たりの価値の希薄化が生じますが、上記「１　割当予定先の状況　

(2) 割当予定先の選定理由」に記載のとおり、本第三者割当増資により、当社は財務基盤を強化し、今後投資を拡

大していく上で必要な資金を十分に確保することができるとともに、神明HDとの間の本資本業務提携をより強化す

ることで、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るための安定した経営基盤を構築し、両社の経営資源の集

約・相互活用の深化や、神明HDからのより一層の人的支援による当社体制の強化などを通じ、今まで以上に成長を

加速していくことが可能になると考えていることから、既存株主の皆様にとっても有益であり、発行数量及び株式

の希薄化規模は合理的であると判断しております。

 

また、本第三者割当増資は、希薄化率が25％以上となり、親会社の異動が生じる予定であるため、当社は、東京

証券取引所の定める有価証券上場規程第432条の定めに従い、当社の経営者から独立した者による本第三者割当増資

の必要性及び相当性に関する意見を取得するため、並びに本第三者割当増資の払込金額が割当予定先に特に有利で

ないことに係る適法性に関する意見を取得するため、当社の経営者及び割当予定先からの独立性を有する者とし

て、当社の社外取締役(監査等委員)であり独立役員である奥村哲司氏(弁護士)及び大西孝之氏(税理士)、並びに外

部有識者である高橋明人氏(高橋・片山法律事務所　弁護士)を特別委員として選定し、本特別委員会に対し、本第

三者割当増資の必要性及び相当性並びに本第三者割当増資の払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適

法性に関する意見を求めました。その結果、後記「６　大規模な第三者割当の必要性　(2) 大規模な第三者割当を

行うこととした判断の過程」に記載のとおり、本第三者割当増資につき必要性及び相当性並びに本第三者割当増資

の払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性が認められる旨の意見を得ております。

 
４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

本第三者割当増資により発行する普通株式の数5,835,000株に係る議決権数は58,350個であり、本第三者割当増資に

よる2020年９月30日時点における発行済株式総数11,856,669株に対する希薄化率は49.21％(2020年９月30日現在の総

議決権数95,590個に対して61.04％)となり、既存株主の皆様に対して25％以上となる大規模な希薄化が生じることに

なるため、また、本第三者割当増資により、割当予定先である神明HDが払込みを完了させた場合、当社の総議決権数

の50％を超える議決権を保有することとなり当社の支配株主に該当することになるため、本第三者割当増資は大規模

な第三者割当に該当いたします。

さらに、前記「１　割当予定先の状況　(7) 特定引受人に関する事項」に記載のとおり、本第三者割当増資により

割当予定先は特定引受人に該当することとなります。
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合

(％)

割当後の所有
株式数(株)

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合(％)

株式会社神明ホールディン
グス

神戸市中央区栄町通六
丁目１-21

1,900,000 19.88 7,735,000 50.25

ショクブン取引先持株会
名古屋市守山区向台三
丁目1807

1,106,162 11.57 1,106,162 7.19

株式会社三菱UFJ銀行
東京都千代田区丸の内
二丁目７-１

131,731 1.38 131,731 0.86

J.P.Morgan　Securities　
plc
(常任代理人　JPモルガン
証券株式会社)

25 　Bank 　Street 　
Canary 　Wharf 　
London　UK(東京都千代
田区丸の内二丁目７-
３　東京ビルディング)

118,500 1.24 118,500 0.77

BNYM　SA/NV　FOR　BNYM　
FOR　BNY　GCM　CLIENT　
ACCOUNTS　M　LSCB　RD
(常任代理人　株式会社三
菱ＵＦＪ銀行)

ONE 　CHURCHILL 　
PLACE，LONDON， 　E14
5HP　 UNITED　KINGDOM
(東京都千代田区丸の内
二丁目７-１)

118,100 1.24 118,100 0.77

第一生命保険株式会社
(常任代理人　株式会社日
本カストディ銀行)

東京都千代田区有楽町
一丁目13-１
(東京都中央区晴海一丁
目８番12号)

117,394 1.23 117,394 0.76

東京海上日動火災保険株式
会社

東京都千代田区丸の内
一丁目２-１

99,683 1.04 99,683 0.65

株式会社SBI証券
東京都港区六本木一丁
目６-１

92,834 0.97 92,834 0.60

愛知スズキ販売株式会社
名古屋市昭和区滝子通
一丁目14

90,624 0.95 90,624 0.59

株式会社トーカン
名古屋市熱田区川並町
４－８

67,966 0.71 67,966 0.44

計 ― 3,842,994 40.20 9,677,994 62.87
 

(注) １．2020年９月30日現在の株主名簿を基準として記載しております。

２．上記表には、当社保有の自己株式(2,253,164株)を含めておりません。

３．割当前及び割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合は、発行済株式総数から自己株式数を除いた以

下の総議決権数(単元株式数100株)に対する割合を記載しております。

発行済株式総数から自己株式数を除いた総議決権数

(割当前) 95,590個　　(割当後) 153,940個

４．総議決権数に対する議決権数の割合及び割当後の総議決権数に対する議決権数の割合は、小数点以下第三位

を四捨五入し、表示しております。
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６ 【大規模な第三者割当の必要性】

(1) 大規模な第三者割当を行うこととした理由及び大規模な第三者割当による既存株主への影響についての取締役会

の判断の内容

①　大規模な第三者割当を行うこととした理由

当社は、企業概念を「新鮮食材の宅配」として、個人客様向けの宅配を事業の柱とし、食品販売の総合企業と

しての展開を図ってまいりました。

2021年１月現在、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況下、政府による感染拡大防止のための緊急事態

宣言が発令されており、感染拡大の収束は未だ見通せない状況にあります。

その中で、不要不急の外出自粛やテレワークの拡大などによる内食需要・巣ごもり消費の高まりにより、当社

の連結売上高は増加傾向にあるものの、個人所得の減少や雇用環境の悪化による消費マインドの低下、節約志向

の強まりなど、先行き不透明な状況が続いております。このように人々の生活様式は急速かつ大幅に変化してい

る中で、当社は変化に対応しながら業績拡大を実現するため積極的な投資が必要と考えております。

しかしながら、当社においては連結有利子負債残高が高水準にあったことから、財務体質の改善を最優先事項

とし、事業所の統廃合、不動産の売却等により有利子負債の圧縮を進めてまいりました。その結果、連結有利子

負債残高は2017年３月期末5,453百万円から2020年３月期末3,650百万円まで減少しております。

上記のように当社の財務体質は改善されつつあるものの、マーケティング投資、生産工場や営業車両に関する

設備投資、及び業務効率化のためのシステム投資については、必要最低限の投資を実施するにとどまり、競争力

強化のための投資を十分に行ってきたとは言い難い状況です。前述の通り、当社の財務体質は着実に回復傾向に

ありますが、2020年３月期末時点の連結有利子負債残高は3,650百万円、連結自己資本比率10.23％という水準で

あり、当該投資を実行するため第三者割当増資による資金調達を行い、資本力を増強するとともに、借入金の一

部返済により連結有利子負債残高を圧縮し、当社の財務体質を盤石のものにする必要があると判断いたしまし

た。公募増資・株主割当等の他の資金調達手法についても検討いたしましたが、いずれも過大な手続きと時間を

要し、また資金調達の確実性がないため、本第三者割当増資が資金調達手段として最も適切であると判断いたし

ました。

②　大規模な第三者割り当てによる既存株主への影響

上記「４　大規模な第三者割当に関する事項」に記載のとおり、本第三者割当増資により発行する普通株式の

数5,835,000株に係る議決権数は58,350個であり、本第三者割当増資による2020年９月30日時点における発行済株

式総数11,856,669株に対する希薄化率は49.21％(2020年９月30日現在の総議決権数95,590個に対して61.04％)と

なります。

当社と神明HDは、ともに営業力を強化し成長をしていくために、互いの経営理念を尊重しつつ、既成概念にと

らわれず業態を超えた資本及び業務面で提携を行うことが相互の成長に有効な方策であると判断し、2017年５月

10日より、両社グループが保有する経営資源を相互活用し、両社事業の強化・拡充を図ることを目的とし、本資

本業務提携を行っております。本資本業務提携により当社は米や青果の卸売業に強みを持つ神明HDとの結びつき

を生かし、質の高い商品の提供につなげてまいりました。また、本資本業務提携により、神明HDが当社の筆頭株

主となることで、当社の信用力が強化され、金融機関からの借入の際の与信の向上等の効果を享受しておりま

す。

本第三者割当増資により、当社は資本力を増強し財務体質を盤石のものにすることに加え、今後投資を拡大し

ていく上で必要な資金を十分に確保することができるとともに、神明HDとより密接な関係を築くことで、持続的

な成長と中長期的な企業価値向上を図るためのより安定した経営基盤を構築し、両社の経営資源の集約・相互活

用の深化や、神明HDからのより一層の人的支援による当社体制の強化などを通じ、今まで以上にシナジーを発揮

し、成長を加速していくことが可能になると考えていることから、既存株主の皆様にとっても有益であり、発行

数量及び株式の希薄化規模は合理的であると判断しております。
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(2) 大規模な第三者割当を行うこととした判断の過程

本第三者割当増資が大規模な第三者割当に該当するため、当社は、東京証券取引所の定める規則に従い、経営者

及び割当予定先からの独立性を有する者として、当社の社外取締役(監査等委員)であり独立役員である奥村哲司氏

(弁護士)及び大西孝之氏(税理士)、並びに外部有識者である高橋明人氏(高橋・片山法律事務所　弁護士)を特別委

員として選定し、本特別委員会に対して本第三者割当増資の必要性及び相当性並びに本第三者割当増資の払込金額

が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性に関する意見を求め、本第三者割当増資を行うことについて必要

性及び相当性並びに本第三者割当増資の払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性が認められる旨

の意見書を2021年２月12日に取得しております。なお、本特別委員会の互選により、当社の社外取締役(監査等委

員)であり独立役員である奥村哲司氏が本特別委員会の委員長として選定されております。

 

当社が本特別委員会から2021年２月12日付で取得した本第三者割当増資に関する意見書の概要は以下のとおりで

す。

　1．　結論

　本第三者割当増資の必要性及び相当性、並びに本第三者割当増資の払込金額が割当予定先に特に有利でないこと

に係る適法性について、いずれも問題がないと考える。

　2．　理由

(1)　必要性

　当社より、向こう３年間の投資計画に基づき、約15.75億円（諸費用差引前）の資金調達が必要であるとの説

明を受けた。また、調達した資金の使途、資金計画については、以下の通りである旨の説明を受けた。

「①マーケティング投資」：約3.6億円

「②基幹システム投資」：約1.5億円

「③設備投資」：約5.6億円

「④新規営業所出店に係る投資」：約3.0億円

「⑤借入金の返済」：約1.6億円

　これらの資金需要に基づき、調達した資金の使途、資金計画について、具体的な必要金額、また具体的な支出

時期等を前提として今般の本第三者割当増資の実施について検討が行われているものと考える。

　当社より、調達した資金を上記の資金使途に用いることにより、顧客へ戦略的にアプローチすることで業績を

拡大することが可能であり、また財務基盤を盤石にすることで安定した事業運営・事業投資が可能となるとの説

明を受けた。

　これらの点に関する当社による説明及び当社が特別委員会に提示した資料の内容について特に不合理な点も見

いだせず、本第三者割当増資が当社における中長期的な財務基盤の安定に向けられたもの、また当社の事業成長

戦略の推進及び競争力強化に向けられたものとして、当社における合理的な資金調達の必要性が認められる。
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(2)　相当性

(i)　他の資金調達手段との比較

　当社より、当社においては連結有利子負債残高が高水準にあったことから、財務体質の改善を最優先事項と

して、事業所の統廃合、不動産の売却等により有利子負債の圧縮を進めてきたとの説明を受けた。また、その

結果、当社の財務体質は改善されつつあるものの、例えば生産工場や営業車両に関する設備投資、また業務効

率化のためのシステム投資については、必要最低限の投資を実施するにとどまり、競争力強化のための投資を

十分に行ってきたとは言い難い状況にあるとの説明を受けた。

　当社より、当社において、財務体質は着実に回復傾向にあるものの、必要な投資を実施するには、資本力を

増強し財務体質を盤石のものにする必要があると考え、本第三者割当増資が必要と判断したとの説明を受け

た。

　この点、当社より、公募増資や株主割当等の他の資金調達手法については、いずれも過大な手続きと時間を

要し、また資金調達の確実性がないことから、本第三者割当増資が現時点における当社の資金調達手段として

最も適切であると判断したとの説明を受けた。かかる当社の説明及び判断には合理性が認められ、また金融機

関からの借入れ等の方法による資金調達についても、有利子負債の圧縮による財務体質の改善という当社のこ

れまでの取組みに沿うものとは言い難いと考えられる。

　以上の通りであり、特別委員会としては、他の資金調達手段との比較という観点で、本第三者割当増資の合

理性が認められると考える。

(ii)　割当予定先について

　当社より、割当予定先は当社の主要株主である筆頭株主であり、2017年5月10日付で当社との間で資本業務提

携を行って以降、資本上及び業務上の関係から当社が日々認識している情報によって割当予定先の社会的信用

力を確認しているとの説明を受けた。また、今般、割当予定先から、割当予定先並びに割当予定先の役員及び

主要株主が特定団体等ではなく、割当予定先が特定団体等と何らかの関係を有していないことを表明・保証す

る旨の書面を取得することにより、割当予定先の社会的信用力をあらためて確認するとの説明を受けた。

　さらに、当社より、当社は、割当予定先が今般の増資を引き受けるにあたり、割当予定先の経済的信用力に

ついて、同社の現預金の残高証明書及び決算書をもって確認し、本第三者割当増資にかかる払込みの確実性に

問題はないものと判断しているとの説明を受けた。

　また、特別委員会において、割当予定先に対するインタビュー・ヒアリングを実施し、本第三者割当増資に

より割当予定先が当社の支配株主となった後の当社の経営方針等を確認したところ、当社の経営の独立性を維

持しつつも、当社が割当予定先の連結子会社となることで同社との提携関係をより強化し、今まで以上に両社

におけるシナジー（例えば、商品力・サービスの強化、物流効率の向上、信用力の向上など）を発揮できると

考えられる旨の説明を受けている。

　特別委員会としても、上記の各説明について特段不合理な点は見いだせないと考えており、これらの点を踏

まえ、当社において当該割当予定先を選定したことの合理性が認められる。
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(iii)　発行条件について

　特別委員会は、本第三者割当増資における発行条件の合理性を検討するに際し、本新株式の発行価額がどの

ように算出されたかについて確認を行うこととし、当該発行価額が当社株式の直近の市場価格、より具体的に

は本第三者割当増資に係る当社取締役会決議の直前営業日の当社株式の価額（同日の取引市場における終値）

を参考にして決定されたものであるとの説明を受けた。この点、当社株式の直近の市場価格は、市場における

公正な取引を通じて決定された合理的な価格であると考えられ、これを基準として今般の本第三者割当増資に

係る発行価額を決定することは合理的なものであると考える。また、その他の発行条件についての当社からの

説明についても、特に不合理な点を見出していない。さらに、本第三者割当増資の手続きについては、当社の

リーガルアドバイザーである外部の法律事務所における弁護士から適宜助言等を得ており、プロセスの面にお

いても特段の不備を見出していない。

(iv)　希薄化について

　本第三者割当増資により当社の既存株主の持株比率及び議決権比率に大きな希薄化が生じるものの、本第三

者割当増資により調達した資金は、主に①マーケティング投資、②基幹システム投資、③設備投資、④新規営

業所出店に係る投資、及び⑤借入金の返済に用いられるものであり、これらによる具体的な効果として期待、

想定される内容に照らせば、本第三者割当増資は当社における中長期的な財務基盤の安定、また当社の事業成

長戦略の推進、ひいては当社の企業価値の向上にそれぞれ資するものであり、経営上の合理性を有するもので

あると考えられる。これらを踏まえると、本第三者割当増資が当社の株主価値の向上につながる蓋然性は非常

に高いと思われ、当社の株主にとっては希薄化を上回る効果があると評価できる。従って、当社から受けた説

明及び受領資料の内容を前提とする限り、本第三者割当増資による希薄化の程度に照らしてもなお合理性が認

められる。

(3)　本第三者割当増資の払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性

　当社より、本第三者割当増資における本新株式の発行価額は、日本証券業協会が策定する自主ルールを踏まえ

て、(1)本第三者割当増資に係る当社取締役会決議の直前営業日の当社株式の価額（同日の取引市場における終

値）に0.9を乗じた額以上の価額であり、かつ(2)当該決議の日から１か月（払込金額を決定するために適当と判

断した期間）を遡った日から当該決議の直前営業日までの間の当社株式の平均価額（各取引日の取引市場におけ

る終値単純平均）に0.9を乗じた額以上の価額であるとの説明を受けた。

　この点、今般、割当予定先が相当程度まとまった金額での本第三者割当増資を引き受けるものであるところ、

割当予定先の立場から見ると、当社の経営について相当程度のリスクを引き受けるものであると言えることか

ら、発行価額について相応のディスカウントが行われることは特段不合理では無いと考えられる。加えて、当該

ディスカウントの率（割合）も、日本証券業協会が策定する自主ルールの内容に沿うものであると言え、現在の

実務に照らして特段不合理なものでは無いと考えられる。

　以上を踏まえて、本第三者割当増資の払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性が確保されて

いるものと考える。

 
 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

第１ 【公開買付けの概要】

該当事項はありません。

 

第２ 【統合財務情報】

該当事項はありません。

 

第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約】

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

１　設備計画の変更

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第44期)「第一部　企業情報　第３　設備の状況　３　設備の

新設、除却等の計画」は、本有価証券届出書提出日(2021年２月15日)現在、以下のとおりとなっています。

 

重要な設備の新設等

事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

投資の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完成・受領
予定年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

本社
名古屋市
守山区

マーケティ
ング室

CRMシステム投資 120 － 増資資金
2022年４月から
2023年３月まで

2022年４月から
2023年３月まで

本社
名古屋市
守山区

管理部門 基幹システム投資 150 － 増資資金
2021年４月から
2024年３月まで

2021年４月から
2024年３月まで

各所 各部門 設備投資 560 － 増資資金
2021年４月から
2024年３月まで

2021年４月から
2024年３月まで

各所 各部門
新規営業所出店に
係る投資

300 － 増資資金
2022年４月から
2024年３月まで

2022年４月から
2024年３月まで

 

(注) １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．当社はセグメント情報を記載していないため、事業部門別に記載しております。

 
２　事業等のリスクについて

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第44期、提出日2020年６月29日)、四半期報告書(第45期第３四

半期、提出日2021年２月10日)(以下「有価証券報告書等」といいます。)の提出日以降、本有価証券届出書提出日

(2021年２月15日)までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等のリスク」について、変更及び追

加すべき事項はありません。

また、当該有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日(2021年２月15日)現

在においても変更の必要はないものと判断しております。

 

３　臨時報告書の提出について

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第44期)の提出日(2020年６月29日)以降、本有価証券届出書提

出日(2021年２月15日)までの間において、以下の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

(2020年６月29日提出の臨時報告書)

１．提出理由

当社は、2020年６月26日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の５

第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出するもの

であります。
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２．報告内容

(1) 株主総会が開催された年月日

2020年６月26日

 

(2) 決議事項の内容

第１号議案　取締役(監査等委員であるものを除く)４名選任の件

第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

 

(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成(反対)割合

(％)

第１号議案
取締役(監査等委員であるものを除く)４名
選任の件

   (注)   

鈴木　章人 58,366 532   可決 98.75％

加藤　康洋 58,538 360   可決 99.04％

塚本　一郎 58,463 435   可決 98.91％

吉田　朋春 58,385 513   可決 98.78％

第２号議案
監査等委員である取締役３名選任の件

   (注)   

林　　一伸 58,506 412   可決 98.95％

奥村　哲司 58,391 527   可決 98.76％

大西　孝之 58,224 694   可決 98.47％
 

(注)　議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決

権の過半数の賛成によります。

 
(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことに

より、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確

認ができていない議決権数は加算しておりません。
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 

有価証券報告書
事業年度
(第44期)

自　2019年４月１日
至　2020年３月31日

2020年６月29日
東海財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

(第45期第３四半期)
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

2021年２月10日
東海財務局長に提出

 

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用して提出した

データを、開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライン)Ａ４

－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2020年６月25日
 

 

株式会社ショクブン

取締役会　御中
 

 

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 

名古屋事務所
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 今  泉       誠 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 伊　 藤　 貴　 俊 ㊞

 

 

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ショクブンの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ショクブン及び連結子会社の2020年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ショクブンの2020年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社ショクブンが2020年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
　

 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2020年６月25日
 

 

株式会社ショクブン

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 

名古屋事務所

 
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 今　 泉　　　 誠 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 伊　 藤  貴 　俊 ㊞

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ショクブンの2019年４月１日から2020年３月31日までの第44期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ショクブンの2020年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

EDINET提出書類

株式会社ショクブン(E03213)

有価証券届出書（組込方式）

25/28



 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　財務諸表に対する意見を表明するために、財務諸表に含まれる構成単位の財務情報に関する十分かつ適切な監査証

拠を入手する。監査人は、構成単位の財務情報に関する監査の指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
 

2021年２月10日
 

株式会社ショクブン

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ

　名　古　屋　事　務　所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 今　　泉　　　　　誠 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　　藤　　貴　　俊 印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ショク

ブンの2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2020年10月１日から2020年12

月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ショクブン及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。　

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

　　ュー手続きを実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

　　て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

　　認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

　　正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

　　られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュ

　　ー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結

　　財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明すること

　　が求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

　　や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

　　作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

　　連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

　　ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

　　監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

　　独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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